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はじめに 

 

１ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定 

新型インフルエンザは，鳥・豚・人などのインフルエンザウイルスが種を超えて感染

し合うことにより遺伝子交雑等が繰り返され，ウイルスが変異する中で，新たな人イン

フルエンザウイルスが発生するもので，ほとんどの人が新型のウイルスに対する免疫を

獲得していないことから，ひとたび発生すると，過去の例からも世界的な大流行（パン

デミック）となり，大きな健康被害とこれに伴う社会的影響をもたらすことが懸念され

ている。 

また，新型インフルエンザ以外の新感染症においても，その感染力の強さが新型イン

フルエンザと同様に社会的影響が大きいものも発生する可能性があり，これらが発生し

た場合には，新型インフルエンザと併せて国全体が危機管理として対応する必要がある。 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号。以下「特措法」と

いう。）は，病原性が高い新型インフルエンザや同様に危険性のある新感染症が発生し

た場合に，国民の生命及び健康を保護し，国民生活及び経済に及ぼす影響を最小とする

ことを目的に，国，地方公共団体，指定（地方）公共機関，事業者等の責務，新型イン

フルエンザ等の発生時における措置及び新型インフルエンザ等緊急事態措置等の特別の

措置を定めたものであり，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成１０年法律第１１４号。 以下「感染症法」という。）等とあいまって，国全体として

万全の態勢を整備し，新型インフルエンザ等への対策の強化を図るものである。 

 

２ 国における取組の経緯 

  国では，新型インフルエンザ対策について，平成１７年，「世界保健機関（ＷＨＯ）

世界インフルエンザ事前対策計画」に準じて「新型インフルエンザ対策行動計画」を策

定し，その後，平成２０年には「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律及び検疫法の一部を改正する法律（平成２０年法律第３０号）」により強化を図り，

平成２１年２月，新型インフルエンザ対策行動計画を改定した。 

同年４月，新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）が発生して世界的大流行となり，我

が国でも発生後１年余りで約２千万人が罹患したと推計されたが，入院患者数は１．８ 

万人，死亡者数は平成２２年９月末現在で２０３人，死亡率は０．１６（人口１０万対）

と，諸外国と比較して低い水準にとどまった。この際の対策実施を通じて，実際の現場

での運用や病原性が低い場合の対応等について多くの知見や教訓が得られた。 

病原性が季節性並であったこの新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）においても，一

時的・地域的に医療資源・物資のひっ迫などもみられ，病原性が高い新型インフルエン

ザが発生し，まん延する場合に備えるため，過去の教訓を踏まえつつ，対策の実効性を

より高めるための検討を重ね，平成２４年５月，病原性が高い新型インフルエンザと同
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様の危険性がある新感染症も対象とする危機管理の法律として，特措法が成立されるに

至った。 

 

３ 国及び東京都における行動計画の策定 

  特措法に基づき，国では平成２５年６月に「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」

（以下，「政府行動計画」という。）を，東京都では平成２５年１１月に「東京都新型

インフルエンザ等対策行動計画」（以下，「都行動計画」という。）を策定した。 

 

４ 新たな調布市行動計画の作成 

  特措法の施行以前，調布市（以下，「市」という。）では，Ｈ５Ｎ１型鳥インフルエ

ンザが新型インフルエンザに変異することを念頭に置き，平成２２年３月に「調布市新

型インフルエンザ対策行動計画」を，平成２４年３月には「調布市事業継続計画＜新型

インフルエンザ編＞」を策定するなどして新型インフルエンザの発生に備えてきた。 

平成２５年４月に施行された特措法では，新型インフルエンザ対策の強化が図られる

とともに，その他の新感染症も対象に含められるなど，新型インフルエンザ対策の大き

な転換期となった。 

これにより，住民へのワクチン接種が市町村の役割として法定化されたほか，それま

で任意とされてきた市町村行動計画についても策定が義務付けられた。 

   

新型インフルエンザ等対策特別措置法（抜粋） 

（市町村行動計画） 

第八条 市町村長は、都道府県行動計画に基づき、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等

対策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を作成するものとする。 

２ 市町村行動計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事項 

二 市町村が実施する次に掲げる措置に関する事項 

イ 新型インフルエンザ等に関する情報の事業者及び住民への適切な方法による提供 

ロ 住民に対する予防接種の実施その他の新型インフルエンザ等のまん延の防止に関する措

置 

ハ 生活環境の保全その他の住民の生活及び地域経済の安定に関する措置 

三 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

四 新型インフルエンザ等対策の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との連携に

関する事項 

五 前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策に関し市町

村長が必要と認める事項 

３ 市町村長は、市町村行動計画を作成する場合において、他の地方公共団体と関係がある事項を

定めるときは、当該他の地方公共団体の長の意見を聴かなければならない。 
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４ 市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、都道府県知事に報告しなければならない。 

５ 都道府県知事は、前項の規定により報告を受けた市町村行動計画について、必要があると認め

るときは、当該市町村長に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

６ 市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、速やかに、これを議会に報告するとともに、

公表しなければならない。 

７ 第六条第五項及び前条第七項の規定は、市町村行動計画の作成について準用する。 

８ 第三項から前項までの規定は、市町村行動計画の変更について準用する。 

 

 

本計画は，特措法第８条第１項で規定する「市町村行動計画」にあたるもので，本行

動計画の策定をもって従前の「調布市新型インフルエンザ対策行動計画」（平成２２年

３月策定）は廃止する。 

また，新型インフルエンザ等対策は，持続可能な市政経営を目指すことを目的とした

「行革プラン２０１３」の取組の一つとして位置づけられている。 
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第１章 基本的な方針 

１ 計画の基本的考え方 

(１) 根拠 

特措法第８条で規定する市町村行動計画（以下，「市行動計画」という。） 

 

(２) 対象とする感染症 

ア 感染症法第６条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症 

イ 感染症法第６条第９項に規定する新感染症で，その感染力の強さから新型イン

フルエンザと同様に社会的影響が大きなもの 

 

(３) 計画の基本的考え方 

市行動計画は，特措法第８条第１項で規定のとおり都行動計画に基づいて策定さ

れなければならないことはもとより，政府行動計画，新型インフルエンザ等対策ガ

イドライン（新型インフルエンザ等及び鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策

会議・平成２５年６月２６日）及び同ガイドライン付属資料「新型インフルエザ等

対策における国・都道府県・市町村の役割分担について」等との整合性に注意を払

い策定した。 

内容としては，市が実施する措置等を病原性の高い新型インフルエンザ等への対

応を念頭に置きつつ，発生した感染症の特性を踏まえ，病原性が低い場合等の様々

な状況にも対応できるよう発生段階別に対策の選択肢を示すもので，もって，新型

インフルエンザ等から市民の生命及び健康を保護し，市民生活及び経済活動に及ぼ

す影響を最小とすることを目的とするものである。 

また，国，都，医療機関等，指定（地方）公共機関，事業者及び市民の役割を示

し，それぞれの新型インフルエンザ等対策が緊密に連携して推進されるよう図るも

のである。 

 

(４) 計画の推進 

新型インフルエンザ等の発生に備え，平常時から実施体制の整備，マニュアルの

作成，資器材の整備，研修・訓練など対策の推進を図る。 

 

(５) 計画の改定 

市行動計画は，都行動計画等の見直しがあった場合は，適時適切に変更を行うも

のとする。 
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２ 対策の目的 

 

１ 感染拡大を可能な限り抑制し，市民の生命及び健康を保護する 

 

２ 市民生活及び経済活動に及ぼす影響が最小となるようにする 

 

特措法第１条 

 

新型インフルエンザ等は，ほとんどの人が新型の病原体に対する免疫を獲得していな

いため，ひとたび発生すると世界的な大流行（パンデミック）となり，大きな健康被害

とこれに伴う様々な社会的影響をもたらすことが懸念されており，新型インフルエンザ

等対策の目的は，これらの被害や影響を最小化することにある。 

新型インフルエンザ等は，長期的には国民の多くが罹患するものであるが，患者の発

生が一定の期間に集中することにより，患者数が医療提供のキャパシティを超え必要な

医療を受けられない人が多数発生するという事態も想定される。 

このような事態を回避するため，新型インフルエンザ等対策では，あらゆる対策を講

じることにより感染拡大を可能な限り抑制することが必要となる。 

また，事業者においては，新型インフルエンザ等の流行により従業員の欠勤が多数に

上り，あらゆる業種において機能が低下し，市民生活や経済活動に大きな影響を及ぼす

事態も考えられることから，限られた人員により必要な業務を継続できるための対策が

求められる。 
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３ 対策の基本的考え方 

  長期的には，国民の多くが罹患するという前提のもと，目的を達成するため以下の考

え方に基づき各種対策を講じる。 

＜対策の効果 概念図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

患者数のピークを抑えるとともに感染拡大を遅らせることにより，必要な医療が受けら

れない人を出さないほか，社会機能の低下を防ぐ。 

これにより，ワクチン製造から接種にかかるまでの時間を確保し，感染前の段階で一人

でも多くの市民にワクチン接種することが可能となり，健康被害の軽減につながるととも

に医療機関の負荷が軽減できる。 
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４ 発生時の被害想定 

新型インフルエンザの毒性の強さや流行規模等は，出現した新型インフルエンザウイ

ルスの病原性や感染力の強さ等に左右されるものであり，発生前にその毒性の強さや流

行規模を正確に予測することは困難とされている。 

これを踏まえて，流行規模等の予測には，都行動計画（平成２５年１１月）の考え方

を採用することとし，これを市の人口（平成２６年４月１日時点：２２３，９４７人）

に置き換えて，下表のとおり算出した。 

都の流行予測に倣い「市民の３０％が罹患する｣との流行予測を行った場合，医療機関

を受診する患者数は，入院・外来を合わせて約６７，１８０人程度と推計される。 

ただし，これらの人数は，現時点における科学的知見や過去に世界で大流行したイン

フルエンザのデータを参考に，一つの例として想定したものである。 

また，死亡割合についてはアメリカでのアジアかぜの死亡率を参考にしている。 

 

被害想定 東京都 調布市 

流行予測による健康

被害 

患者数 

外来受診者数 

入院患者数 

死亡者数 

（※インフルエンザ関連死亡

者数） 

3,785,000人 

3,785,000人 

291,200人 

14,100人 

67,180人 

67,180人 

5,170人 

250人 

流行予測のピーク時

の健康被害 

１日新規外来患者数 

１日最大患者数 

１日新規入院患者数 

49,300人 

373,200人 

3,800人 

    880人 

6,620人 

70人 

※インフルエンザ関連死亡者数 

 インフルエンザの流行によって，インフルエンザによる直接死亡だけでなく，インフルエンザ感染を契機とした急性気

管支炎や肺炎などの呼吸器疾患のほか，循環器疾患，脳血管疾患，腎疾患などを死因とする死亡も増加することが知られ

ており，インフルエンザの流行評価の指標の一つとされている。 

 

 

≪参考≫ 国の被害想定 

 ○罹患割合：国民の25％が罹患すると想定 

○患 者 数：約1,300万人～約2,500万人 

○入院患者数：約53万人～約200万人 

○死亡者数：約17万人～約64万人 
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５ 発生段階の考え方 

新型インフルエンザ等への対策は，流行状況に応じて切り替えて講ずることが有効で

あることから，流行状況の変化に即応した意思決定を迅速に行うことができるよう，あ

らかじめ発生の段階を設け，各段階において想定される状況に応じた対策を定めておか

なければならない。 

発生段階は，都行動計画で示す区分と同様に，①未発生期，②海外発生期，③国内発

生早期（都内では未発生），④都内発生早期，⑤都内感染期，⑥小康期の全６区分とす

る。 

発生段階の移行については，東京都新型インフルエンザ等対策本部（以下，「都対策

本部」という。）（本部長：都知事）が，都行動計画に基づき決定する。 

また，対策の移行については，基本的に発生段階の移行と併せて都内一斉に行われる

ものであるが，市内，近隣市または近隣県の流行状況によって，都と協議のうえ，都内

一斉に切り替わる必要があるものなどを除き，対策を前倒しして実施することがある。 

なお，政府対策本部が新型インフルエンザ等緊急事態宣言（以下，「緊急事態宣言」

という。）を行った場合は，特措法第３４条に基づく調布市新型インフルエンザ等対策

本部（以下，市対策本部という。）（本部長：市長）において，緊急事態宣言下で実施

する措置を決定する。 
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＜新型インフルエンザ等の発生段階＞ 

 

東京都  調布市 状態 

未発生期 
 

未発生期 
新型インフルエンザ等が発生してい

ない状態 

海外発生期 
 

海外発生期 
海外で新型インフルエンザ等が発生

した状態 

国内発生早期 

 

国内発生早期 

（都内未発生期） 

国内で患者が発生しているものの，

全ての患者の接触歴を疫学調査で追

うことができ，都内では患者が未だ

発生していない状態 

都内発生早期 

 

都内発生早期 

都内で新型インフルエンザ等の患者

が発生しているが，全ての患者の接

触歴を疫学調査で追える状態 

都内感染期 

※
医
療
体
制 

第一ステージ  

都内感染期 

都内の新型インフルエンザ等の患者

の接触歴が疫学調査で追えなくなっ

た状態 第二ステージ 

第三ステージ 

小康期 

 

小康期 

新型インフルエンザ等の患者の発生

が減少し，低い水準でとどまってい

る状態 

※ 

第一ステージ（通常の通院体制） 

患者の接触歴が疫学調査で追えなくなり，入院勧告体制が解除された状態 

第二ステージ（院内体制の強化） 

流行注意報発令レベル（10人／定点）を目安とし，入院サーベイランス等の結果から入院患者が急増している状態 

第三ステージ（緊急体制） 

流行警報発令レベル（30人／定点）を目安とし，更に定点上昇中，かつ入院サーベイランス等の結果から病床がひっ

迫している状態 
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６ 対策実施上の留意点 

新型インフルエンザ等対策を実施するうえで以下の点について留意する。 

 

(１) 基本的人権の尊重 

新型インフルエンザ等対策の実施にあたって，市民の権利や自由に関わる場合は，

基本的人権の尊重に留意しなければならない。 

 

 (２) 公平性の確保 

    特措法に基づいて市が実施する住民接種は，ワクチンの供給量に合わせて順次実

施することになる。この場合，接種場所，接種順位等について，あらかじめ，公平

性に十分配慮のうえ，計画的に実施しなければならない。 

 

(３) 危機管理としての特措法の性格への留意 

特措法は，万が一の場合の危機管理のための制度であって，緊急事態に備えて様々

な措置を講じることができるよう制度設計がされている。 

新型インフルエンザ等緊急事態宣言下では，市民生活や経済に影響が大きいと予

想される措置も選択肢として含まれており，これらの策を講ずる場合は，必要性と

市民生活や経済への影響を十分考慮することに留意する。 

 

(４) 関係機関相互の連携・協力の確保 

市対策本部と都対策本部とは，相互に緊密な連携を図りつつ，総合的に対策を推

進する。市対策本部長（市長）は，都対策本部長（都知事）に対し，必要に応じ新

型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うように要請する。 

また，新型インフルエンザ等対策の実施にあたっては，近隣自治体及び関係行政

機関，指定（地方）公共機関などとの情報共有及び連携を図りつつ相互に協力しな

がら対策を推進する。 

 

(５) 記録の作成・保存 

新型インフルエンザ等が発生した際は，対応を検証して教訓を得るため，市対策

本部における対策の実施に係る記録を作成・保存し公表する。 
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第２章 役割分担及び実施体制 

 

新型インフルエンザ等から一人でも多くの生命を守り，市民生活，地域経済への影響を

最小限にするためには，国，都，市，医療機関・薬局，事業者，市民等の各主体が一体と

なって感染拡大防止に努めるとともに，市民生活及び経済活動を維持しなければならない。 

新型インフルエンザ等がひとたび発生すれば，誰もが罹患する可能性があることから，

互いに協力してそれぞれの役割を果たすことが求められる。 

 なお，我が国の新型インフルエンザ等対策における国，都道府県，市町村の基本的な役

割分担については，国の新型インフルエンザ等対策ガイドライン付属資料「新型インフル

エンザ等対策における国・都道府県・市町村の役割分担について」において示されている

とおりである。 

１ 基本的な責務 

(１) 国 

新型インフルエンザ等が発生したときは，自ら新型インフルエンザ等への対策を

的確かつ迅速に実施し，地方自治体及び指定（地方）公共機関が実施する新型イン

フルエンザ等への対策を的確かつ迅速に支援することにより，国全体として万全の

態勢を整備する責務を有する。 

また，新型インフルエンザ等及びこれに係るワクチンその他の医薬品の調査・研

究の推進に努めるとともに，世界保健機関（ＷＨＯ）その他の国際機関及びアジア

諸国その他の諸外国との国際的な連携を確保し，新型インフルエンザ等に関する調

査及び研究に係る国際協力の推進に努める。 

新型インフルエンザ等の発生前は，「新型インフルエンザ等対策閣僚会議」及び

閣僚会議を補佐する「新型インフルエンザ等及び鳥インフルエンザ等に関する関係

省庁対策会議」の枠組みを通じ，政府一体となった取組を総合的に推進する。 

新型インフルエンザ等の発生時には，政府対策本部の下で基本的対処方針を決定

し，対策を強力に推進する。 

その際，医学・薬学・公衆衛生等の専門家を中心とした学識経験者の意見を聴き

つつ，対策を進める。 

さらに，特措法２８条に基づき，医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定

を確保するため登録事業者に対して実施する特定接種について，実施主体として速

やかに進める。 

 

(２) 都 

平常時には，都行動計画に基づき，実施体制の整備，関係機関との調整，資器材

の整備など，対策を推進する。 
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また，感染症法に基づき，発生動向の監視を行う。 

発生時には，国の基本的対処方針に基づき，医療提供体制の確保や感染拡大の抑

制など都行動計画で定めた対策を的確かつ迅速に実施し，区市町村及び関係機関等

が実施する新型インフルエンザ等への対策を総合的に推進する。 

 

 (３) 市 

平常時には，市行動計画を策定し，実施体制の整備，関係機関との調整など，対

策を推進する。 

発生時には，感染拡大の抑制，住民に対する予防接種や生活支援など，国の基本

的対処方針に基づき市行動計画で定めた対策を，関係機関と連携して的確かつ迅速

に実施し市域の新型インフルエンザ等対策を総合的に推進する。 

 

 (４) 医療機関等 

平常時には，新型インフルエンザ等の患者を診療するための院内感染防止対策や

必要となる医薬品・医療資器材の確保等の準備，診療体制を含めた診療継続計画の

策定及び地域における医療連携体制の整備を推進する。 

発生時には，地域の他の医療機関や関係機関と連携して，診療体制の強化を含め， 

発生状況に応じた医療等を提供するよう努める。 

 

 (５) 指定公共機関及び指定地方公共機関 

平常時には，新型インフルエンザ等対策業務計画を策定し，体制の整備など対策

を推進する。 

発生時には，国，都及び区市町村と相互に連携協力し，市民生活が維持できるよ

う医療機能及び社会経済活動維持のための業務を継続する。 

 

※ 指定公共機関 

特措法第２条６項に規定される，独立行政法人，日本銀行，日本赤十字社，日本放送協会そ

の他の公共的機関及び医療，医薬品又は医療機器の製造又は販売，電気又はガスの供給，輸

送，通信その他の公益的事業を営む法人で，政令で定めるものをいう。 

 

※ 指定地方公共機関 

特措法第２条７項に規定される，都道府県の区域において医療，医薬品又は医療機器の製造

又は販売，電気又はガスの供給，輸送，通信その他の公益的事業を営む法人，地方道路公社

その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法人のうち，前号の政令で定めるもの

以外のものであらかじめ当該法人の意見を聴いて当該都道府県の知事が指定するものをい

う。 
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 (６) 登録事業者 

特措法第２８条に規定する特定接種の対象となる医療の提供の業務又は市民生活

及び社会機能維持に寄与する業務を行う事業者については，それぞれの社会的責任

を果たすことができるよう，平常時から，職場における感染予防策の実施や重要業

務の事業継続などの準備を積極的に行う。 

発生時には，事業活動を継続するよう努め，国，都，区市町村等の新型インフル

エンザ等への対策の実施に協力する。 

※ 登録事業者 

特措法第28条１項１号に規定される，医療の提供の業務又は国民生活及び国民経済の安定に

寄与する業務を行う事業者であって，厚生労働大臣の定めるところにより厚生労働大臣の登

録を受けているものをいう。 

 

 (７) 一般の事業者 

平常時には，新型インフルエンザ等の発生に備え，職場における感染予防策や体

制の整備に努める。 

発生時には，職場における感染予防策を実施し，都や区市町村等が行う新型イン

フルエンザ等への対策に協力する。特に，感染拡大防止の観点から，多数の者が集

まる施設を管理する事業者や催物を主催する事業者については，特措法に基づく施

設の使用制限の要請等に協力するなど感染防止のための措置の徹底に努める。 

 

 (８) 市 民 

平常時には，新型インフルエンザ等に関する情報や発生時にとるべき行動など知

識の習得に努めるとともに，季節性インフルエンザ対策としても実施されている手

洗い，うがい，マスク着用等の個人でも可能な感染予防策を実践するよう努める。 

また，流行時の品不足に備えて，食料品・生活必需品の備蓄に努める。 

発生時には，都や市からの情報に注意し，手洗い，うがい，マスク着用，不要不

急の外出自粛など，個人でも可能な感染予防策を実践することにより，自らが罹患

しないよう努めるとともに，罹患が疑われる場合は，医療機関の受診ルール等を守

って受診したうえ，咳エチケットなど他人へ感染させない適切な行動をとる。 
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２ 実施体制 

新型インフルエンザ等は，その病原性が高く感染力が強い場合，多数の生命及び健康

に甚大な被害を及ぼすほか，全国的に社会・経済活動の縮小・停滞を招くおそれがあり，

国家の危機管理の問題として取り組む必要がある。 

市においては，新型インフルエンザ等の発生前から，全庁で情報共有を行い，それぞ

れの部署の役割に応じた取組を推進するとともに，国，都ほか関係機関と相互の連携を

強化しておく。 

新型インフルエンザ等が発生した場合は，発生段階に関わらず，市は，流行状況，被

害の状況，市民生活への影響等に注視し，必要に応じ会議を開催するなどして，情報共

有を図るほか協議を行い必要な対応をとる。 

また，政府が特措法第３２条に基づき緊急事態宣言を行った場合は，特措法第３４条

に基づき市対策本部を設置し，対策本部が核となって市域の対策を総合的に推進する。 

ただし，流行状況により必要がある場合は，政府による緊急事態宣言が出されてない

中でも市対策本部を設置し必要な対応をとる。 

また，市職員の出勤率の低下などにより，市民の生命及び健康を守る業務及び市民生

活に欠かせない業務などの継続が危ぶまれる場合は，事業継続計画を適用し，不急業務

の縮小・廃止行ったうえ，優先度の高い業務へ職員を重点的に配置することとする。 

 

(１) 市対策本部の構成 

ア 組織及び職員 

・本部長 市長 

・副本部長 副市長，教育長 

・本部員 調布消防署長又はその指名する消防吏員 

調布市組織条例第１条に規定する部の長，担当部長及び参事並びに教

育部長 

    ・本部職員 市の職員のうちから市長が任命 

   イ 本部会議 

    ・本部長は必要に応じ，本部の会議を招集する。 

    ・本部会議は，本部長，副本部長，本部員をもって構成する。 

ウ 本部会議における協議事項 

・政府対策本部長が定める基本的対処方針に基づく対策の実施に関すること。 

・市民の生命及び健康の維持に関すること。 

・市民生活及び地域経済の安定に関すること。 

・新型インフルエンザ等の感染予防及びまん延防止に係る措置に関すること。 

・新型インフルエンザ等に係る医療の提供体制の確保に関すること。 

・新型インフルエンザ等対策に係る広報及び相談体制に関すること。 
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・新型インフルエンザ等に係る予防接種の実施に関すること。 

・他の地方公共団体その他の関係機関との連携に関すること。 

・通常業務の休止，縮小又は継続に関すること。 

・本部職員の事務の執行体制に関すること。 

・上記のほか，重要な新型インフルエンザ等対策に関すること。 
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 (２) 新型インフルエンザ等の発生段階と実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

○日常的に情報収集 

○市対策本部の構成 

本 部 長：市長 

副本部長 ：副市長，教育長  

本 部 員：消防署長又は消防吏員 

部長 

担当部長 

参事 

 

（参加要請機関） 

 医師会，歯科医師会,薬剤師会，

保健所など 

国
内
発
生
早
期 

都
内
発
生
早
期 

都
内
感
染
期 

小
康
期 

○厚生労働省，都等から発生情報

の入手 
 発生 

流行状況，被害の状況，市民生活への影
響等に注視し，必要に応じ会議を開催し情
報共有を図るとともに協議を行い必要な対
応をとる。 

 

 

 

 

 

政府の緊急事態宣言後，直ちに，市対策本
部を設置 
（緊急事態宣言前でも，状況により必要が
あれば設置） 

政府対策本部

設置 

↓ 

都対策本部設

置 

 

情報収集 未
発
生
期 

海
外
発
生
期 

新型インフルエンザ等の発生情報入手 

政府対策本部廃止 

↓ 

都対策本部廃止 

市対策本部の廃止 
流行状況，被害の状況，市民生活への影響等
に注視し，必要に応じ会議を開催し情報共有を
図るとともに協議を行い必要な対応をとる。 
 

発
生
段
階 

国及び都 調  布  市 
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(３) 新型インフルエンザ等対策各部事務分掌 

部 内       容 

行
政
経
営
部 

1 政策調整に関すること 

2 予算事務に関すること 

3 秘書に関すること 

4 広報に関すること 

5 報道機関との連絡に関すること 

6 他部への応援に関すること 

7 その他特命に関すること 

総
務
部 

1 対策本部の庶務に関すること 

2 本部の指令，要請及び通知等に係る周知，調整に関すること 

3 行動計画の実施に関すること 

4 社会活動及び事業活動の自粛の要請等に関すること 

5 指定（地方）公共機関との連絡調整に関すること 

6 食料品等の確保及び支援が必要となった市民に対する食料品等の配布に関すること 

7 治安，消防に関する関係機関との連絡調整等，市民の安全・安心に関すること 

8 住民接種の告示に関すること 

9 新型インフルエンザ等に係る関係例規等に関すること 

10 新型インフルエンザ等対策のため購入した物品資材の検査に関すること 

11 職員の特定接種に関すること 

12 職員の出勤状況に関すること 

13 職員の健康管理に関すること 

14 他の地方公共団体の長に対する応援の要求に関すること（特措法第 39 条） 

15 職員の派遣の要請に関すること（特措法第 42 条） 

16 住民接種に関する接種対象者のデータ抽出等に関すること 

17 新臨時接種に関する費用免除者のデータ抽出等に関すること 

18 情報システムの維持に関すること 

19 新型インフルエンザ等対策に必要となる物品資材の契約に関すること 

20 庁舎等の防疫に関すること 

21 新型インフルエンザ等対策に必要となる車両等の調達及び配車に関すること 

22 他部への応援に関すること 

市
民
部 

1 新臨時接種に関する費用免除対象者に関すること 

2 市税の徴収猶予等に関すること 

3 死体埋火葬許可に関すること 

4 他部への応援に関すること 
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生
活
文
化
ス
ポ
ー
ツ
部 

1 所管施設の防疫及び臨時休業に関すること 

2 消費生活に関すること 

3 自治会，地区協議会との連絡調整に関すること 

4 市域経済の安定に関すること 

5 事業者との連絡調整に関すること 

6 中小企業に対する資金計画や経営の相談対応に関すること 

7 他部への応援に関すること 

子
ど
も
生
活
部 

1 所管施設の防疫及び臨時休業に関すること 

2 幼稚園との連絡調整に関すること 

3 児童の健康管理に関すること 

4 要援護者（母子等）に対する生活支援に関すること 

5 他部への応援に関すること 

福
祉
健
康
部 

1 所管施設の防疫及び臨時休業に関すること 

2 臨時遺体安置所の設置，管理，運営に関すること 

3 要援護者（高齢者・障害者・要介護者）に対する生活支援に関すること 

4 新型インフルエンザ等の発生状況等の情報収集に関すること 

5 新型インフルエンザ等に関する症状，病原性，発生状況等の情報提供に関すること 

6 感染予防の普及啓発に関すること 

7 新型インフルエンザ等に関する住民相談に関すること 

8 調布市医師会，保健所等との連絡調整に関すること 

9 住民接種の実施に関すること 

10 地域医療に関すること 

環
境
部 

1 所管施設の防疫に関すること 

2 下水道業務の維持継続に関すること 

3 ごみの処理業務の維持継続に関すること 

4 他部への応援に関すること 

都
市
整
備
部 

1 所管施設の防疫に関すること 

2 他部への応援に関すること 

 

 

会
計
課 

1 新型インフルエンザ等対策に係る伝票審査及び支払執行・収入に関すること 

2 他部への応援に関すること 



 １９ 

教
育
部 

1 所管施設の防疫に関すること 

2 市立学校の防疫及び臨時休業に関すること 

3 市立学校との連絡調整に関すること 

4 児童の健康管理に関すること 

5 市立学校の感染状況に関すること 

6 他部への応援に関すること 

選挙 管

理委 員

会事 務

局 

1 他部への応援に関すること 

監査 事

務局 

1 他部への応援に関すること 

議会 事

務局 

1 他部への応援に関すること 
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第３章 対策の基本項目 

 

政府行動計画及び都行動計画と同様，感染拡大を可能な限り抑制し，市民の生命及び

健康を保護すること及び市民生活及び経済活動に及ぼす影響が最少となることを目的と

して，これを達成するための対策の項目として，以下の４項目を柱として位置付け実施

する。 

１ 情報提供・共有 

２ 感染拡大防止 

３ 予防接種 

４ 市民生活及び経済活動の安定の確保 

各項目の説明は以下のとおりである。 

 

１ 情報提供・共有 

新型インフルエンザ等対策については，国，都道府県，市区町村，医療機関等，事

業者及び市民の各々が，国家の危機管理に関わる重要な課題であるという共通認識の

下，それぞれの責務を果たすことが被害及び影響を少なくするために重要となる。 

市は，市民や事業者がそれぞれの責務を果たすことに必要な情報を発信するととも

に，流行状況に応じてとるべき行動について普及啓発していく必要がある。 

 

(１) 情報提供手段 

市民の情報を受取る媒体や情報の受取り方が多様であることが考えられるため，

外国人，障害者など情報が届きにくいと考えられる人にも配慮し，市報をはじめ市

ホームページ，ＦＭ，メール等を含めた多様な媒体を用いて，理解しやすい内容で，

できる限り迅速に情報提供を行う。 

 

 (２) 情報収集体制の整備 

市は，発生前から情報収集体制を整備し，国及び都が発信する情報の入手に努め，

庁内で情報共有を図ることとする。 

    収集した情報については，保健所との連携の下，市民が混乱しないように必要な

情報を的確に提供できるよう体制を整える。 
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○新型インフルエンザ等に関する国から市（保健所設置市以外）への情報の流れ（国

の通知等） 

○新型インフルエンザ等の感染者に関する情報の流れ 

１→２    
①→②    
(1)→(2) 
 

 

内閣官房からの情報の流れ 
厚生労働省からの情報の流れ 
その他の省庁からの情報の流れ 
重要な情報は必要に応じて複数ルートで情報提供 



 ２２ 

(３) 平時における情報提供 

新型インフルエンザ等についての正しい知識と予防方法について市民へ周知を図

ることが重要であり，感染拡大防止のための必要条件となることから，未発生期か

ら市民一人ひとりの感染予防策について理解の促進を図るための情報提供を行う。 

また，日頃の食事，休養，喫煙などの生活習慣を改善し抵抗力をつけておくこと

が，感染した際の重症化予防のために大切であることについて情報提供を行う。 

 

(４) 新型インフルエンザ等の発生時における情報提供 

市内における感染状況，予防方法，住民接種及び発生段階に応じた医療機関の受

診方法などについて，市民に対し迅速に情報提供する。 

また，発生時の情報提供に際しては，個人の人権の保護に配慮し，感染者への誹

謗・中傷や，感染が確認された地域への風評被害が起きないよう十分留意する。 

 

＜感染予防策＞ 

 新型インフルエンザの感染経路は，「飛沫感染（*１）」と「接触感染（*２）」とされ

ており，その予防には，手洗い，うがい，マスク着用などが有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (５) 医療機関との情報共有 

新型インフルエンザ等対策の実施においては，住民接種をはじめとして医療機関

との連携が特に重要であるため，調布市医師会のほか，都と連携し二次保健医療圏

における北多摩南部地域保健医療協議会へ参加するなど，平常時から情報の共有に

努める。 

 

 

 

（＊１）飛沫感染：  

感染した人が咳やくしゃみを
することで，排泄するウイルスを
含む飛沫（5 ミクロン以上の水滴）
が飛散し，これを鼻や口から吸い
込み，ウイルスを含んだ飛沫が粘
膜に接触することで感染する経
路を指す。 
 
（＊２）接触感染： 
皮膚と粘膜の直接的な接触あ

るいは中間物を介する間接的な
接触により感染する経路を指す。 

 

出典：東京都新型インフルエンザ等対策行動計画 
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(６) 住民相談 

新型インフルエンザ等発生後，国からの要請に基づき相談窓口を設置し，国から

配布される質疑応答集等を活用し，市民からの一般的な問い合わせに対応する。 
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２ 感染拡大防止 

新型インフルエンザ等による健康被害や市民生活等の混乱をできるだけ小さくするた

めには，医療機関の負荷を軽減し，必要な医療を受けられない人を出さないことが最重

要課題である。手洗い，うがい等の個人レベルでできる対策も含めて，あらゆる角度か

ら多様な対策を講じることにより流行のピークを遅らせることが必要となる。 

新型インフルエンザは自然発症するものでなく，感染した人から人へ飛沫感染または

接触感染により罹患する感染症であることを踏まえると，感染拡大防止策の基本的な考

え方としては，一人ひとりが，または行政を含めた事業者が，「人と人との直接的また

は間接的な接触の機会を減らす」，「感染した人は他人へ感染させない」といった考え

方に基づき行動することが重要である。 

これにより流行のピークの先延ばしと患者の急増の抑制を可能とし，もって，必要な

医療の提供及び市民生活の安定の確保を図るものである。 

また，重症化を防ぐのに効果が期待される予防接種は，罹患する前に接種を受ける必

要があるが，住民接種用ワクチンの製造は新型インフルエンザ発生後となることから，

必然的に全ての人が流行の前に接種を受けることは叶わない。 

感染拡大防止策による流行のピークの遅れは，患者の急増による医療機関の負荷を軽

減するだけでなく，ワクチンの製造から接種までにかかる時間を確保する効果があり，

これにより，新型インフルエンザに罹患する前に予防接種を受けられる人が増え，結果

として，入院等を必要とする重症患者や死亡者が減少することが期待できる。 

  さらに，感染拡大防止策による患者数の急増の抑制は，市民生活に欠かせない警察，

消防，食料・生活必需品の生産及び流通，公共交通機関等に従事する従業員の欠勤率を

下げ，これらの業種の機能低下を抑えることにつながることから，感染拡大防止策の果

たす役割は市民生活の安定にとっても非常に大きい。 

具体的対策としては，個人レベルでできる対策から，状況によって行政が介入を深め，

地域単位で特措法に基づき施設の使用制限や不要不急の外出自粛要請や指示を行うなど

の対策まで予定されている。 

 

(１) 個人対策 

ア 手洗い，うがい，マスクの着用 

ウイルスは，非常に小さく肉眼で見ることができないことから，通常の日常生

活を営みながらウイルスからの感染を完全に防ぐことは困難である。 

個人でできる対策として，手洗い，うがい，マスクの着用について，市報，市

ホームページなどにより，市民一人ひとりに習慣化されるよう働きかけを行うこ

とが必要である。 

また，日頃から食事，休養，喫煙などの生活習慣を改善し，感染に対する抵抗

力をつけておくことが重症化予防のために大切である。 
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   イ 症状がある場合の咳エチケットや休務 

感染拡大は，感染した人から複数の人に感染するという流れの連鎖により生み

出されることから，感染拡大を防止するためには，感染した一人ひとりが他人へ

感染させないことが極めて重要である。 

また，感染者が非感染者と直接的または間接的に接触することがなければ，他

人へ感染することは起こらないため，感染者においては治癒するまでの間，極力，

仕事を休むなどして外出を自粛し，事業者においては，事業所内での集団感染を

防止するため，感染した従業員を休ませるなどの措置を講ずることが有効である。 

市は，これらについて，市報やホームページなどにより協力を呼びかける。 

 

ウ 不要不急の外出自粛 

感染拡大は，感染者と非感染者が直接的または間接的に接触しないことにより

防ぐことができることから，一人ひとりが，不要不急の外出を控えるなどの行動

をとることが有効である。 

特措法では，政府の緊急事態宣言以降，都知事は，都民に対し不要不急の外出

自粛について要請できることになっている（特措法第４５条）。 

市では，緊急事態宣言の有無に関係なく，新型インフルエンザ等の発生後，不

要不急の外出自粛について協力の呼びかけを行う。 

 

(２) 事業所対策 

ア 施設における感染防止対策 

多くの人が集まる場所は，一人の感染者から多数の人へ感染する集団感染を引

き起こす危険性が高く，その後の地域の大流行に発展する場合が多い。 

施設管理者は，このことを理解し利用者層，利用者数等の施設の利用状況に応

じた感染拡大防止策をとることが求められる。 

通所，入所施設については，施設内に感染者が出ていない時期から，施設利用

者及び従業員に対し，日頃の手洗い，うがい，マスクの着用を呼びかけるととも

に，必要に応じ体温測定等を行い健康管理に注意を払う必要がある。 

感染疑いの症状が認められる者については，早期に医療機関を受診させ，必要

に応じて休ませるなどの措置をとるほか，併せて，感染者の濃厚接触者について

も健康管理を行うよう努めることが求められる。 

 

イ 施設の臨時休業 

特に，学校，保育園等の施設では集団感染が起きやすく，その後の地域での大

流行に発展する危険性も高いため，感染者が発生した場合は，集団感染に発展す

る前の早期の段階で，臨時休業等の措置をとりウイルスを施設内で封じ込めるこ
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とが感染拡大防止策として非常に重要である。 

政府による緊急事態宣言下では，特措法に基づき，都知事が学校，保育園等の

施設に対して，施設の使用制限の要請や指示を行う場合がある（特措法第４５条）。 

 

ウ イベント，催物等の自粛 

人と人との接触機会をできるだけ減らすことが有効であるため，人が集まるイ

ベント，催物，集会等は，できるだけ中止することが望ましく，このことについ

て，市では，広く地域に協力を呼びかけるとともに，市が主催者として実施する

イベント，催物等を積極的に中止するほか，状況に応じ市施設の使用を一時的に

制限し，イベント，催物等を行えないような措置をとる。 

政府による緊急事態宣言下では，特措法に基づき，都知事が催物の開催の制限

等について要請や指示を行う場合がある（特措法第４５条）。 

 

エ 郵送による手続きの呼びかけ 

市への各種申請等手続きについては，可能な限り郵送による方法を認めるとと

もに，郵送による方法を積極的に促し，利用者の外出機会を減らすことにより感

染機会を減らすことに配慮する。 

また，市の実施要綱等の規定に基づく各種申請・更新等の手続きについて，申

請期限等の延長について検討し，可能な限り市民が外出しなくてもすむような措

置を講じる。 

 

オ 徒歩，自転車移動，時差出勤の呼びかけ 

電車等の公共交通機関は，生活に欠かせない市民の足となる一方で，不特定多

数の人同士が長時間密着した状態となる場合も多く，くしゃみや咳による飛沫感

染，手すりやつり革を介しての接触感染等の原因となりやすい。 

感染症予防という観点では，流行期の移動手段は，できるだけ電車やバス等の

公共交通機関を避けることが望ましい。 

事業者は，従業員に対し，混雑しやすい朝の出勤方法について，時差出勤の他，

徒歩や自転車等による出勤について推奨することが求められる。 
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３ 予防接種 

新型インフルエンザ等への対策は，医療対応以外の感染拡大防止対策とワクチンや抗

インフルエンザウイルス薬等を含めた医療対応を組み合わせて，総合的に行うことが必

要である。 

ワクチン接種により，個人の発症や重症化を防ぎ，医療機関の受診患者数を減少させ，

入院患者数や重症者数を抑えるよう努めることは，新型インフルエンザ等による健康被

害や社会・経済活動への影響を最小限度にとどめるとともに，患者数を医療提供可能な

範囲内に収めることにつながる。 

新型インフルエンザ対策におけるワクチンについては，ウイルス株や製造時期が異な

るプレパンデミックワクチン（＊１）とパンデミックワクチン（＊２）の２種類があり， 

新型インフルエンザが発生した際は，都，医療機関等の関係機関や，市民の協力を得て

可能な限り速やかに接種を行う。 

なお，新感染症については，発生した感染症によってワクチンを開発することが困難

であることも想定されるため，本項目では新型インフルエンザに限って記載する。 
  ＊１ プレパンデミックワクチン 

プレパンデミックワクチンは，新型インフルエンザが発生する前の段階で，パンデミックを引き
起こす可能性のあるウイルスを基に製造される。 

日本においては，プレパンデミックワクチン製造に当たって，現在Ｈ５Ｎ１亜型のインフルエン
ザウイルスを用いており，このワクチンは，Ｈ５Ｎ１亜型以外のインフルエンザには有効性が不明
であり，また，新型インフルエンザウイルスがＨ５Ｎ１亜型であったとしても，パンデミックワク
チンと比較すると，流行前の時点でその有効性の評価を定めることはできない。 

＊２ パンデミックワクチン 

     パンデミックワクチンは，新型インフルエンザの発生後に新型インフルエンザウイルスを基に製
造される。 

 

(１) 特定接種 

特定接種とは，特措法第２８条に基づき，「医療の提供並びに国民生活及び国民経

済の安定を確保するため」に行うものであり，政府対策本部長が必要があると認め

る場合に行われる予防接種をいう。 

特定接種の対象となり得る者は，次のとおりである。 

 

ア 「医療の提供の業務」又は「国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務」を

行う事業者であって厚生労働大臣の定めるところにより厚生労働大臣の登録を受

けているもの（以下，「登録事業者」という。）のうち，これらの業務に従事する

者（厚生労働大臣の定める基準に該当する者に限る。） 

 

イ 新型インフルエンザ等への対策の実施に携わる国家公務員又は地方公務員 

 

なお，特定接種の実施については，登録事業者のうち特定接種対象となり得る

者及び新型インフルエンザ等への対策の実施に携わる国家公務員については国を



 ２８ 

実施主体として，新型インフルエンザ等への対策の実施に携わる地方公務員につ

いては当該地方公務員の所属する都道府県又は区市町村を実施主体として，原則

として集団的接種により接種を実施する。 

 

(２) 住民接種 

特措法において，住民に対する予防接種の枠組みができたことから，緊急事態宣言

が行われた場合については，特措法第４６条に基づき予防接種法（昭和２３年法律第

６８号）第６条第 1項の規定（臨時接種）による予防接種を行うこととなる。 

一方，緊急事態宣言が行われていない場合については，予防接種法第６条第３項の

規定（新臨時接種）に基づく接種を行うこととなる。 

住民接種については，市が，実施主体として，原則として集団的接種により接種を

実施することとなるため，市は接種が円滑に行えるよう体制の構築を図る。 

接種体制の構築にあたっては，調布市医師会に必要な協力を要請する。 

 

臨時接種・新臨時接種 

 臨時接種 新臨時接種 

根拠規定 
特措法第 46 条 

予防接種法第６条第１項 
予防接種法第６条第３項 

緊急事態宣言 あり なし 

接種の 

努力義務 
あり なし 

接種の勧奨 接種を受けるよう勧める 

接種費用の 

自己負担 
なし 

あり 

（低所得者以外から実費徴収可） 

費用負担割合 国１/２，都１/４，区市町村１/４ 
低所得者分のみ 

国１/２，都１/４，区市町村１/４ 

健康被害の 

救済措置 
予防接種法による救済 

 

＜住民接種の接種順位に関する基本的考え方＞ 

 ①接種順位等は，政府対策本部が基本的対処方針等諮問委員会に諮った上で決定する。 

 ②特定接種が行われない場合，まず，患者の診療に直接従事する医療関係者から接種

する。 

 ③特定接種の対象となる者及び特定接種が行われない場合に先行的な接種の対象とな

る医療従事者以外の接種順位については，重症化しやすい者等，発生した新型イン

フルエンザ等に関する情報を踏まえ，政府対策本部が基本的対処方針等諮問委員会

に諮ったうえで決定する。 
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④住民接種対象者の４分類 

①医学的ハイリ

スク者 

・基礎疾患を有する者（発生時に国が基準を示す） 

・妊婦 

②小児 

・１歳以上の小児 

・１歳未満の小児の保護者 

・身体的な理由により予防接種が受けられない小児の保護者 

③成人・若年者 
・①医学的ハイリスク者，②小児，④高齢者の群に分類されな

い者 

④高齢者 ・６５歳以上の者 
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４ 市民生活及び経済活動の安定の確保 

新型インフルエンザ等が流行し多くの国民が罹患することにより，市民生活及び経

済活動に多大な影響が及ぶとされている。 

新型インフルエンザの流行は各地域で約８週間程度続くと言われており，２か月間

にわたって，警察，消防，ライフライン，公共交通の機能低下をはじめ，様々な物資

の輸入の減少・停止，さらに食料品・生活必需品の生産，物流の停滞など，市民生活

に重大な影響が及ぶことが予想されている。 

市は，これらの状況に応じ，市民へ買占めを行わないなど消費者として適切な行動

をとるよう呼びかけを行うほか，独居高齢者や障害者等の要援護者に対する安否確認，

生活支援を行うなど，新型インフルエンザ等による影響を最小限に抑え市民生活の安

定を図る必要がある。 

市，医療機関等，事業者及び市民は，未発生期からどのように行動するのか事前に

準備をし，発生時には互いに協力し危機を乗り越えることが必要である。 

 

(１) 食料・生活必需品の安定供給（特措法第５９条） 

経済活動の低下に伴って食料・生活必需品が不足する場合は，都と協力し，業界

団体，市内事業者等に安定供給を要請する。 

また，食料品・生活必需品の価格が高騰することのないよう，買占め及び売惜し

みが生じないよう要請する。 

市民に対しては，消費者として，食料品・生活必需品の購入にあたって，買占め

を行わないなど適切な行動を呼びかける。 

 

(２) 要援護者への支援，食料品等の提供 

家族が同居していない又は近くにいないため，介護ヘルパー等の介護や介助がな

ければ日常生活できない独居高齢者や障害者等について，国，都，介護支援事業者，

障害福祉サービス事業者等と連携し，安否確認をはじめ，必要な生活支援（見回り，

食事の提供，医療機関への移送）を行う。 

また，流行期には生産，物流等の停滞により，食料品・生活必需品なども含めて

品不足となることが想定されており，このような事態に備えて平常時から市民へ備

蓄を呼びかけることが必要である。実際に品不足に陥った場合には，食料品等の確

保，配布等の生活支援を行う。 

 

(３) ごみ収集，ごみ処理業務の継続 

公衆衛生の観点から，ごみ収集業務を継続するとともに，ふじみ衛生組合にごみ

処理業務の継続を要請する。 

ごみ収集またはごみ処理能力が低下し，平常時と同様の処理が困難になる場合，
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ごみの収集回数等について見直しを行い，市民等にごみの排出抑制への協力を要請

する。 

 

(４) 下水道業務の継続 

都と連携し下水道事業が停止することのないよう業務の継続を図る。 

 

 (５) 遺体の安置，火葬（特措法第５５条） 

    都の火葬体制を踏まえ，近隣市，事業者等と連携し域内における火葬が適切に実

施できるよう調整を行う。 

    死亡者が増加し，火葬場の能力の限界を超えることが明らかになった場合は， 遺

体を一時的に安置するため，直ちに臨時遺体安置所を確保するものとする。 

    万が一，臨時遺体安置所において収容能力を超える事態となった場合は，臨時遺

体安置所の拡充について早急に措置を講ずるとともに，都から火葬場の火葬能力に

ついて最新の情報を得て，円滑に火葬が行われるよう努めることとする。 

    公衆衛生上の危害を防止するために，特に緊急の必要があると認められる場合，

埋火葬の許可を要しない等の特例が設けられる場合があり，この場合，当該特例に

基づき埋火葬に係る手続を行うものとする。 

 

(６) 市役所機能の維持継続 

    新型インフルエンザ等の流行により市職員の出勤率が低下した場合も，市民の生

命及び健康を守り，市民生活を維持するために不可欠な業務を維持継続するため，

不急業務の縮小・休止及び人員配置等を主な内容とする事業継続計画を整備する。 

 

(７) 地域医療 

新型インフルエンザ等の患者の増加に対応するため，調布市医師会と連携し，流

行状況及び患者数に注視し，休日診療及び休日夜間急患診療等の維持に努める。 

    また，地域における診療体制について，調布市医師会及び都と連携しながら調整

を図る。 
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第４章 各段階における対策 

 

１ 未発生期 

＜状態＞ 

○新型インフルエンザ等が発生していない状態 

○海外において，鳥等の動物のインフルエンザウイルスが人に感染する例が散発的に発

生しているが，人から人への持続的な感染はみられない状況 

 

＜目的＞ 

○発生に備えて体制の整備を行い，発生時の対応の周知を図る。 

 

＜対策の考え方＞ 

○新型インフルエンザ等は，いつ発生するか分からないことから，平常時から都や近隣

自治体，関係機関等との連携を図り，体制の構築等の事前準備を推進する。 

○新型インフルエンザ等が発生した場合の対策等に関し，市民及び事業者の共通認識を

図るため，継続的な情報提供を行う。 

 

 

（１）情報提供・共有 

 日頃から，鳥インフルエンザ等の人への感染状況，感染地域，病原性などに注視す

る必要があり，状況が急変した場合は，庁内，関係機関等に周知を図るほか，協議を

行い必要な対策の準備を加速させる。 

 

○発生前から，国や都などが発信する情報を入手することに努め，庁内や関係機関と

の情報共有を図るとともに，必要に応じて市民へ周知する。【総務部，福祉健康部，

行政経営部，関係各部】 

○市民へ，新型インフルエンザ等についての正しい知識と予防方法について周知する

とともに，日頃の食事，休養，喫煙などの生活習慣の改善が重症化予防につながる

ことについて周知する。【福祉健康部】 

○新型インフルエンザ等の発生後，国からコールセンター等の設置について要請され

ることとなっていることから，要請があった場合，速やかに対応できるよう相談体

制及び相談方法について検討しておく。【福祉健康部】 

 

（２）感染拡大防止 

患者数のピークをできるだけ遅く少なく抑えるためには，一人ひとりのとる予防行動

＜未発生期＞ 
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が習慣化されることが重要となるため，新型インフルエンザ等の発生前から，新型イン

フルエンザ等についての基礎知識と併せて，予防方法について広く周知しておく。 

 

○新型インフルエンザ等の発生に備えて，市民や職員等に対し，新型インフルエンザ

等についての基礎知識と併せて，手洗い，うがい，マスクの着用，人混みを避ける

等の個人でできる基本的な感染防止対策について普及啓発を行う。 

また，日頃から食事，休養，喫煙などの生活習慣を改善し，感染に対する抵抗力を

つけておくことが重症化予防のために大切であることについて，生活習慣病予防の

取組と併せて普及啓発する。 

 

（３）予防接種 

  市が主体となって実施することとされている，新型インフルエンザ等対策の実施に携

わる市職員を対象とした特定接種，及び市民を対象とした住民接種について，政府対策

本部による実施の決定後，速やかに接種を開始できるよう，接種体制について調布市医

師会の協力を得て検討し構築しておく。 

 

＜特定接種＞（特措法第２８条） 

○国が実施する登録事業者の登録業務について，必要に応じて協力する。【福祉健康部】 

○登録事業者又は登録事業者が属する事業者団体が，特定接種の集団的接種体制を構

築することが困難な場合には，必要に応じ業種を担当する府省庁等が行う事業者支

援と接種体制構築に協力する。【福祉健康部】 

○新型インフルエンザ等対策に従事する市職員に対する特定接種について，接種体制

を構築する。【総務部】 

 

＜住民接種＞（特措法第４６条，予防接種法第６条第１項又は第３項） 

○国，都及び関係機関と連携し，市民に対して公平かつ速やかにワクチンを接種する

ことができるよう，被接種者数を把握のうえ，医療従事者等，接種場所，接種に要

する器具，市民への周知等について調布市医師会をはじめ関係機関と協議を行い，

円滑な接種体制を構築し接種マニュアルを整備する。【福祉健康部】 

 

（４）市民生活及び経済活動の安定の確保 

 

○独居高齢者，障害者等の要援護者への生活支援（見回り，介護，食事の提供等），搬

送，死亡時の対応等について，要援護者の把握とともにその具体的対応を決めてお

く。【福祉健康部】 

○周辺地域の火葬場の火葬能力について把握し，一時的に遺体を安置できる施設等に

ついての検討を行い，火葬又は埋葬を円滑に行うための体制を整備する。【福祉健康

＜未発生期＞ 
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部】 

  ○特措法第９条で規定する，指定公共機関，指定地方公共機関が作成する業務計画の

把握。【総務部，福祉健康部】 

  ○市民の生命及び健康を守り，市民生活を維持するために不可欠な市役所業務を維持

継続するため，事業継続計画を整備する。【関係各部】 

  ○新型インフルエンザ等の流行により，食料品・生活必需品の生産や物流が停滞する

ことが想定されていることから，発生前の段階から市民に備蓄を呼びかける。【総務

部】 

  ○生産，物流等の停滞により，市民生活に支障が生じた際の食料品等の確保，配布等

の方法について検討しておく。【総務部】 

  ○新型インフルエンザ等の発生により，品薄となることが想定できる食料，マスク，

予防接種用器材等について備蓄しておく。【関係部】 

  

＜未発生期＞ 
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２ 海外発生期 

＜状態＞ 

○海外で新型インフルエンザ等が発生した状態 

○国内では新型インフルエンザ等の患者は発生していない状態 

○海外においては，発生国・地域が限定的な場合，流行が複数の国・地域に拡大してい

る場合等，様々な状況 

 

＜目的＞ 

○新型インフルエンザ等の国内侵入をできるだけ遅らせ，都（市）内発生の遅延と早期

発見に努める。 

○都（市）内発生に備えて体制の整備を行う。 

 

<対策の考え方> 

○新たに発生した新型インフルエンザ等の病原性や感染力等について十分な情報がない

可能性が高いが，病原性・感染力等が高い場合を想定しておく。 

○対策の判断に役立てるため，海外での発生状況，新型インフルエンザ等の特徴等に関

する積極的な情報収集を行う。 

○海外での発生状況について注意喚起するとともに，都（市）内発生に備え，都（市）

内で発生した場合の対策について的確な情報提供を行い，医療機関等や事業者及び市

民に準備を促す。 

○市民生活及び経済活動の安定のための準備，特定接種の実施及び協力等，都（市）内

発生に備えた体制整備を急ぐ。 

 

 

（１）情報提供・共有 

新型インフルエンザ等の発生当初は臨床データも少ないことから，感染力や病原性等

の特徴について，統計学的な傾向を正確につかむことが困難であり，これにより，様々

な憶測が飛び交い市民不安が高まることが想定される。 

市は，国，都等からの情報に基づき，市民に対し正確な情報の発信に積極的に努める。 

  

  ○国からの要請に基づき，市民からの一般的な問い合わせに対応できる電話等による

相談窓口を設け適切な情報提供を行う。【福祉健康部】 

  ○国や都などが発信する情報を入手することに努め，庁内や関係機関との情報共有を

図る。【総務部，福祉健康部，関係各部】 

○国及び都が発信する情報に基づき，市ホームページ，市報，ＦＭ，メール，相談窓

口等を通して，海外での発生状況，発症した場合の医療機関の受診方法等に関する

＜海外発生期＞ 
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情報の提供に努める。【福祉健康部，行政経営部】 

○情報入手が困難なことが予想される外国人や視聴覚障害者等の情報弱者に対しても，

受取手に応じた情報提供手段を講じる。【関係各部】 

 

（２）感染拡大防止 

国内での発生をできるだけ遅らせるため，国が中心となって空港や港の検疫等を行っ

ている段階で，市は，近い将来，渡航者等を通じて発生地域から国内にウイルスが侵入

することを想定して，広く市民，事業者に注意を促し感染防止対策を呼びかける。  

 

○国内での発生に備えて，広く市民に対して，手洗い，うがい，マスクの着用，咳エ

チケット，人混みを避ける等の基本的な感染防止対策の普及啓発を行うとともに実

践を呼びかける。【福祉健康部】 

○国内での発生に備えて，事業者に対し施設及び従業員についての感染予防策の準備

と実践を呼びかける。【福祉健康部】 

○入所，通所等の施設は，感染予防策について準備を行うとともに施設内集団感染を

防止するため，この時期から患者が発生した場合の臨時休業等の対応について検討

しておく。【子ども生活部，福祉健康部，教育部】 

○発生国及び発生国周辺地域への渡航を自粛するよう呼びかける。【福祉健康部】 

○発生国及び発生国周辺地域に家族や従業員が渡航している場合，帰国後の本人の健

康状態や家族の感染予防について，特に注意を払うことを呼びかける。【福祉健康

部】 

 

（３）予防接種 

 

  ＜特定接種＞ 

   ○国の実施の決定に基づき，新型インフルエンザ等対策に携わる市職員に対して，

集団的な接種を行うことを基本として，本人の同意を得たうえで特定接種を行う。

【総務部】 

 

＜住民接種＞ 

○事前に取り決めた接種マニュアルに基づき，円滑に住民接種が実施できるよう医

師会をはじめ関係機関と協議を行い，接種体制の構築について具体的な準備を開

始する。必要に応じて国や都に技術的支援を要請する。【福祉健康部】 

 

 

 

 

＜海外発生期＞ 
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（４）市民生活及び経済活動の安定の確保 

 

○独居高齢者，障害者等の要援護者への生活支援（見回り，介護，食事の提供等），

搬送，死亡時の対応等について，都内感染期に備えた準備を行う。【福祉健康部】 

○食料品・生活必需品の供給状況及び消費活動の動向を把握し，必要に応じて，価

格高騰や，買占め及び売惜しみが生じないよう適切な行動を呼びかける。【生活文

化スポーツ部】 

○生産，物流等の停滞により，市民生活に支障が生じた際の食料品等の確保，配布

等の方法について決定し準備しておく。【総務部】 

○臨時遺体安置所の設置に必要な準備をする。【福祉健康部】 

○市民の生命及び健康を守り，市民生活を維持するために不可欠な市役所業務を維

持継続するため，事業継続計画の点検作業を行い，必要に応じ修正を行う。【関係

各部】 

  

＜海外発生期＞ 
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３ 国内発生早期（都内未発生期） 

＜状態＞ 

○都以外のいずれかの道府県で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが，全ての

患者の接触歴を疫学調査で追うことができる状態（都内では新型インフルエンザ等の

患者が発生していない状態） 

 

＜目的＞ 

○都（市）内での発生に備えた体制の整備を行う。 

○発生道府県における情報収集を行う。 

 

＜対策の考え方＞ 

○都（市）内での発生に備え，引き続き，感染拡大防止策等を行う。 

○医療体制や感染拡大防止策について周知し，一人ひとりがとるべき行動について十分

な理解を得るため，市民への積極的な情報提供・相談対応を行う。 

○住民接種を早期に開始できるよう準備を急ぐ。 

 

 

（１）情報提供・共有 

 

○引き続き，相談窓口等により国から配布されるＱ＆Ａを活用するなどして，市民

からの相談等に対応し適切な情報提供に努める。【福祉健康部】 

○国や都などが発信する情報を入手することに努め，庁内や関係機関との情報共有

を図る。【総務部，福祉健康部，関係各部】 

○国及び都が発信する情報に基づき，市ホームページ，市報，ＦＭ，メール，相談

窓口等を通して国内での発生状況，発症した場合の医療機関の受診方法等につい

て市民へ周知する。【福祉健康部，行政経営部】 

  

＜国内発生早期（都内未発生期）＞ 
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都内発生早期までの医療機関受診の流れ 

 

新型インフルエンザ相談センター（多摩府中保健所）へ相談 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○情報入手が困難なことが予想される外国人や視聴覚障害者等の情報弱者に対して

も，受取手に応じた情報提供手段を講じる。【関係各部】 

○新型インフルエンザ等が市内で発生した場合における記者発表にあたっては，政

府対策本部及び厚生労働省や都と情報を共有するとともに，発表の方法等につい

ては，感染者への誹謗・中傷や，感染が確認された地域への風評被害が起きない

よう十分留意する。【福祉健康部，行政経営部】 

○市対策本部の設置に備え，市対策本部の専用メールアドレスを設定するなどして，

適切な情報の管理及び情報の一元化を図る。【総務部】 

 

（２）感染拡大防止 

地域での発生が予想される中，市民に対しては，一人ひとりの基本的な感染防止策

の徹底を呼びかけるとともに，事業者に対しては，予測される流行に対する備えと感

染拡大防止対策への協力について呼びかけを行う。 

 

○都内での発生に備えて，手洗い，うがい，マスクの着用，咳エチケット，人混み

を避ける等の基本的な感染防止対策の徹底を呼びかける。【福祉健康部】 

○症状がある場合は，仕事等は休み，直ちに新型インフルエンザ相談センターに相

談するよう周知する。【福祉健康部】 

○都内での発生に備えて，事業者に対し施設及び従業員についての感染予防策を実

施するよう呼びかけを行う。【福祉健康部】 

○入所，通所施設等は，児童等をはじめ施設利用者に対して手洗い，うがい等を徹

底させるとともに，一人ひとりの健康管理を強化する。また，施設内集団感染を

新型インフル
エンザ等への
感染疑い有 

新型インフル
エンザ等への
感染疑い無 

新型インフルエンザ専門外来 

紹
介 

一般の医療機関 

陽性 

重症度によって入院又は自宅療養 

陰性 移
送 

（但し，病原性が低いことが判明してない場合） 

入院措置 

＜国内発生早期（都内未発生期）＞ 
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防止するため，患者が発生した場合の臨時休業等の対応について決めておく。【子

ども生活部，福祉健康部，教育部】 

○集会，催物等の主催者に対し，中止や延期も視野に入れた検討を行うよう呼びか

ける。【総務部】 

○発生地域への旅行を自粛するよう要請する。【福祉健康部】 

○発生地域に家族や従業員が出張等している場合，家族や事業主に対し，本人が帰

京後の本人の健康状態や家族の感染予防について特に注意を払うことを呼びかけ

る。【福祉健康部】 

 

（３）予防接種 

 

＜特定接種＞ 

  ○特定接種の対象となる新型インフルエンザ等対策の実施に携わる市職員について，

対象職員への接種が完了するまで，引き続き，国，都及び調布市医師会と連携し

接種を継続する。【総務部】 

 

 ＜住民接種＞ 

   ア 緊急事態宣言が行われていない場合 

○ワクチンの供給が可能になり次第，速やかに市民を対象に住民接種（予防接種

法第６条第３項に規定する新臨時接種）が実施できるよう，関係機関の協力を

得て接種マニュアルに基づき準備を進めるとともに，市民に住民接種に関する

必要な情報を積極的に提供する。【福祉健康部】 

   イ 緊急事態宣言が行われた場合 

○政府対策本部の基本的対処方針の変更を踏まえ，ワクチンの供給が可能になり

次第，速やかに特措法第４６条で規定する予防接種法第６条第１項に基づく臨

時の予防接種を実施できるよう，関係機関の協力を得て接種マニュアルに基づ

き準備を進める。【福祉健康部】 

○病原性の高い新型インフルエンザ等に対して行う予防接種のため，広報にあた

っては以下の点に留意する。【福祉健康部，行政経営部】 

・接種の目的や優先接種の意義等を分りやすく伝えるとともに，接種順位につ

いて理解を依頼する。 

・ワクチンの有効性・安全性についての情報をできる限り公開するとともに分

りやすく伝える 

     ・具体的な接種スケジュールや接種場所・方法等の周知を行う。 

 

（４）市民生活及び経済活動の安定の確保 

食料・生活必需品の安定供給，独居高齢者や障害者等の要援護者への支援やごみ処

＜国内発生早期（都内未発生期）＞ 
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理等について，市内での発生，流行に備えた準備を行う。 

 

○独居高齢者や障害者等の要援護者への生活支援（見回り，介護，食事の提供等），

搬送，死亡時の対応等について，都内感染期に備えた準備を行う。【福祉健康部】 

○食料品・生活必需品の価格高騰や，買占め及び売惜しみが生じないよう，消費者

や事業者の動向を把握し，必要に応じて適切な行動を呼びかける。【生活文化スポ

ーツ部】 

○生産，物流等の停滞により，市民生活に支障が生じた際の食料品等の確保，配布

等について準備を進める。【総務部】 

○ごみ処理等について都内感染期に備えた準備を行う。【環境部】 

○引き続き，臨時遺体安置所の設置及び運営に備えた準備を進める。【福祉健康部】 

○市民の生命及び健康を守り，市民生活を維持するために不可欠な市役所業務を維

持継続するため，実際に事業継続計画を実施するための最終点検を行う。【関係各

部】 

 

 

  

＜国内発生早期（都内未発生期）＞ 
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４ 都内発生早期 

＜状態＞ 

○都内で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが，全ての患者の接触歴を疫学調

査で追うことができる状態 

 

＜目的＞ 

○都（市）内での感染拡大をできる限り抑える。 

○患者に適切な医療を提供できるよう，都の対策に協力する。 

○感染拡大に備えた体制の整備を行う。 

 

＜対策の考え方＞ 

○感染拡大を止めることは困難であるが，流行のピークを遅らせるため，引き続き，感

染拡大防止策等を行う。都（市）内発生した新型インフルエンザ等の状況等により，

国が緊急事態宣言を行った場合，積極的な感染拡大防止策等をとる。 

○医療体制や感染拡大防止策について周知し，一人ひとりがとるべき行動について十分

な理解を得るため，市民への積極的な情報提供を行う。 

○症状や治療に関する臨床情報をできるだけ集約し市民等へ提供する。 

○都内感染期への移行に備えて，都が行う医療体制の確保に協力するとともに，市民生

活及び経済活動の安定の確保のための準備等，感染拡大に備えた体制の整備を急ぐ。 

○住民接種を早期に開始できるよう準備を急ぎ，体制が整った場合は速やかに実施する。 

 

 

（１）情報提供・共有 

 

○引き続き，相談窓口等により国から配布されるＱ＆Ａ等を活用のうえ，市民から

の相談等に対応し適切な情報提供に努める。【福祉健康部】 

○国や都などが発信する情報を入手することに努め，庁内や関係機関との情報共有

を図る。【総務部，福祉健康部，関係各部】 

○国及び都が発信する情報に基づき，市ホームページ，市報，ＦＭ，メール，相談

窓口等を通して，新型インフルエンザ等の都内での発生状況，ウイルスの病原性，

症例等について市民へ周知する。【福祉健康部，行政経営部】 

○情報の入手が困難なことが予想される外国人や視聴覚障害者等の情報弱者に対し

ても，受取手に応じた情報提供手段を講じる。【関係各部】 

○新型インフルエンザ等が市内で発生した場合における記者発表にあたっては，政

府対策本部及び厚生労働省や都と情報を共有するとともに，発表の方法等につい

ては，感染者への誹謗・中傷や，感染が確認された地域への風評被害が起きない

＜都内発生早期＞ 
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よう十分留意する。【福祉健康部，行政経営部】 

○感染疑いの症状があった場合は，直接医療機関へ行くことがないよう，市民へ医

療機関の受診方法について周知する。【福祉健康部，行政経営部】 

 

（２）感染拡大防止 

地域で感染が発生した場合は，感染が拡大する前の早い段階で策を講じ，ウイルス

を家族内，集団内など，できるだけ小さい集団の範囲内で封じ込めることが重要であ

る。 

不特定多数が集まる集会や催物については，集団感染の原因となるリスクが高いだ

けでなく，感染者が出た場合の感染元や感染先の追跡が困難となり，その後の感染拡

大の原因となりやすいことから，主催者へ中止や延期について呼びかけを行う必要が

ある。 

 

○手洗い，うがい，マスクの着用，咳エチケット，人混みを避ける等の基本的な感

染防止対策を徹底することについて呼びかけを強化する。【福祉健康部】 

○症状がある場合は，直ちに新型インフルエンザ相談センターで相談を受けるよう

に呼びかける。【福祉健康部】 

○事業者に対し，従業員の健康管理や自施設の感染予防策を強化するよう呼びかけ

る。【福祉健康部】 

○入所，通所等の施設は，施設及び施設利用者に対する感染防止対策を強化徹底す

るとともに，集団感染を防止するため患者が発生した場合には早期に臨時休業等

を実施する。【子ども生活部，福祉健康部，教育部】 

○集会，催物等の主催者へ中止や延期を呼びかける。【総務部】 

○市民に対し不要不急の外出自粛を呼びかける。【総務部】 

○市民，事業者に対し，人混みを避けるため，徒歩や自転車等による移動を推奨す

る。【福祉健康部】 

 

（３）予防接種 

接種マニュアルに基づき，円滑に住民接種が実施できるよう引き続き準備を進め，

ワクチン供給が可能になり次第，速やかに住民接種を開始する。 

 

ア 緊急事態宣言が行われていない場合 

○ワクチン供給が始まり次第，接種マニュアルに基づき早期に予防接種法第６条

第３項に基づく新臨時接種を実施する。【福祉健康部】 

 

 

 

＜都内発生早期＞ 
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イ 緊急事態宣言が行われた場合 

○政府による基本的対処方針の変更を踏まえ，ワクチン供給が始まり次第，接種

マニュアルに基づき特措法第４６条で規定する予防接種法第６条第１項に基

づく臨時の予防接種を実施する。【福祉健康部】 

○病原性の高い新型インフルエンザ等に対して行う予防接種のため，広報にあた

っては，以下の点に留意する。【福祉健康部，行政経営部】 

     ・接種の目的や優先接種の意義等を分りやすく伝えるとともに，接種順位につ

いて理解を依頼する。 

・ワクチンの有効性・安全性についての情報をできる限り公開するとともに分

りやすく伝える 

     ・具体的な接種スケジュールや接種場所・方法等の周知を行う。 

 

（４）市民生活及び経済活動の安定の確保 

食料・生活必需品の安定供給，独居高齢者や障害者等の要援護者への支援やごみ

処理等について，市内での流行時に備えた準備を行う。 

 

○引き続き，食料品・生活必需品の価格高騰や，買占め及び売惜しみが生じないよ

う，消費者や事業者の動向を把握し、必要に応じて適切な行動を呼びかける。【生

活文化スポーツ部】 

○引き続き，生産，物流等の停滞により，市民生活に支障が生じた際の食料品等の

確保，配布等の方法について準備を進める。【総務部】 

○事業活動に支障が生じた中小企業に対する資金計画や経営の相談体制を確保する。

【生活文化スポーツ部】 

○独居高齢者や障害者等の要援護者への生活支援（見回り，介護，食事の提供等），

搬送，死亡時の対応等について，都内感染期に備えた最終点検を行い必要に応じ

支援を開始する。【福祉健康部】 

○ごみ処理等について都内感染期に備えた準備を行う。【環境部】 

○引き続き，臨時遺体安置所の設置及び運営に備えた準備を進める。【福祉健康部】 

○市民の生命及び健康を守り，市民生活を維持するために不可欠な市役所業務を維

持継続できるよう，職員の出勤率に注意を払いながら，必要に応じ事業継続計画

を実施する。【関係各部】 

＜都内発生早期＞ 
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５ 都内感染期 

＜状態＞ 

○都内で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学調査で追えなくなった状態 

（感染拡大からまん延，患者の減少に至る時期を含む。） 

 

＜目的＞ 

○医療体制を維持できるよう，都の対策に協力する。 

○健康被害を最小限に抑える。 

○市民生活及び経済活動への影響を最小限に抑える。 

 

＜対策の考え方＞ 

○医療体制や感染拡大防止策，ワクチン接種，社会・経済活動の状況等について周知し，

市民一人ひとりがとるべき行動について理解できるよう，積極的な情報提供を行う。 

○流行のピーク時の入院患者や重症者の数をなるべく少なくして，医療体制への負荷を

軽減するとともに，都が行う医療体制の維持に協力する。 

○住民接種の実施に全力を尽くし，もって，医療機関の受診患者数を減少させ，入院患

者数や重症者数を抑え，医療体制への負荷を軽減する。 

○欠勤者の増大による市民生活・経済活動への様々な影響に対し適切な措置を講じる。 

○状況の進展に応じて，必要性の低下した対策の縮小・中止を図る。 

 

 

（１）情報提供・共有 

 

○引き続き，相談窓口等で国から配布されるＱ＆Ａを活用のうえ対応し，適切な情

報提供に努める。【福祉健康部】 

○国や都などが発信する情報を入手することに努めるとともに，庁内や関係機関と

の情報共有を図る。【総務部，福祉健康部，関係各部】 

○国及び都が発信する情報に基づき，市ホームページ，市報，ＦＭ，メール，相談

窓口等を通して，新型インフルエンザ等の都内及び市内での発生状況，ウイルス

の病原性，症例等について市民へ周知する。【福祉健康部，行政経営部】 

○情報の入手が困難なことが予想される外国人や視聴覚障害者等の情報弱者に対し

ても，受取手に応じた情報提供手段を講じる。【関係各部】 

○この時期から，新型インフルエンザ等の患者の外来診療については，原則として，

かかりつけ医が対応することとなるため，市民へ診療体制の変更について周知す

る。【福祉健康部，行政経営部】 

 

＜都内感染期＞ 
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（２）感染拡大防止 

患者が急増し医療機関へ負荷がかかる中，必要な医療を受けることができない人を

出さぬよう，地域全体で医療機関への負荷を軽減させる行動が求められる時期である。 

各々が，「一人ひとりが感染しないこと」，「他人へうつさないこと」，「感染す

る機会を減らすこと」といった考え方に立ち，市としては，一人ひとりの基本的な感

染防止対策の強化及び徹底について理解と協力を呼びかけるとともに，人と人の接触

をできる限り減らすため，不要不急の外出自粛，集会やイベントの中止・延期，不急

業務の縮小・延期・休止，徒歩や自転車等による移動を促すなどの取組を行う。 

なお，政府により都内を対象区域として緊急事態宣言が行われた場合は，都知事が

外出自粛や施設の使用制限について要請や指示の措置を講ずる場合がある。 

 

○引き続き，手洗い，うがい，マスクの着用，咳エチケット，人混みを避ける等の

基本的な感染防止対策を徹底することについて強く呼びかける。【福祉健康部】 

○症状がある場合は，学校や仕事等は休み，早期に医療機関を受診するよう呼びか

ける。【福祉健康部】 

○事業者に対し，従業員の健康管理を強化し，発熱等の症状がある者に対しては医

療機関を受診させるとともに，治癒するまで出勤させないなどの措置をとるほか，

施設利用者の動線，咳エチケット，その他衛生管理上の施設内感染予防策を強化

徹底するよう強く呼びかける。【福祉健康部】 

○入所，通所等の施設は，施設及び施設利用者に対する感染防止対策を強化徹底す

るとともに，施設内集団感染を防止するため患者が発生した場合は臨時休業等の

措置を積極的に実施する。【子ども生活部，福祉健康部，教育部】 

○集会，催物等の主催者へ中止や延期の呼びかけを強化する。【総務部】 

○市民に対し不要不急の外出自粛の呼びかけを強化する。【総務部】 

○市民，事業者に対し，人混みを避けるため，徒歩や自転車による移動の呼びかけ

を強化する。【福祉健康部】 

○緊急事態宣言下で，都知事が外出自粛や施設の使用制限の要請等の措置を講じた

場合は，都に協力して同様の要請を行う。【総務部】 

○市への各種申請等手続きについては，可能な限り郵送による方法を認めるととも

に，郵送による方法を積極的に促し，利用者の外出機会を減らすことにより感染

機会を減らすことに配慮する。【関係各部】 

 

（３）予防接種 

接種マニュアルに基づき，ワクチン供給が可能になり次第，関係機関の協力を得て

住民接種を実施する。 

ア 緊急事態宣言が行われていない場合 

○ワクチン供給が始まり次第，接種マニュアルに基づき早期に予防接種法第６条

＜都内感染期＞ 
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第３項に基づく新臨時接種を実施する。【福祉健康部】 

 

イ 緊急事態宣言が行われた場合 

○政府による基本的対処方針の変更を踏まえ，ワクチン供給が始まり次第，接種

マニュアルに基づき特措法第４６条で規定する予防接種法第６条第１項に基

づく臨時の予防接種を実施する。【福祉健康部】 

○病原性の高い新型インフルエンザ等に対して行う予防接種のため，広報にあた

っては，以下の点について留意する。【福祉健康部，行政経営部】 

     ・接種の目的や優先接種の意義等を分りやすく伝えるとともに，接種順位につ

いて理解を依頼する。 

・ワクチンの有効性・安全性についての情報をできる限り公開するとともに,

分りやすく伝える 

      ・具体的な接種スケジュールや接種場所・方法等の周知を行う。 

 

（４）市民生活及び経済活動の安定の確保 

食料・生活必需品の安定供給，独居高齢者や障害者等の要援護者への支援やごみ

処理等について対応する。 

 

ア 消費生活・市域経済の安定 

○緊急事態宣言下で，食料品・生活必需品の価格高騰や供給不足が生じ，または

生ずるおそれがあるときは，特措法第５９条に基づき適切な措置を講じる。【生

活文化スポーツ部】 

○生産，物流等の停滞により，食料品等が不足し入手が困難となり市民生活に支

障が生じるような事態となった場合は，食料品等について確保し，配布等を実

施する。【総務部】 

○ライフライン，公共交通機関等の事業者に対し事業継続を要請する。【総務部】 

○引き続き，事業活動に支障が生じた中小企業に対する資金計画や経営の相談対

応を行う。【生活文化スポーツ部】 

 

  イ 生活支援 

○家族が同居していない又は近くに居ないなどの理由により，介護ヘルパー等の

介護や介助がなければ日常生活を送ることができない独居高齢者や障害者等の

要援護者に対して，生活支援（見回り，介護，食事の提供等），搬送，死亡時

の対応等について，関係団体の協力を得ながら行う。【福祉健康部】 

○地域住民団体，ボランティア等に，独居高齢者や障害者等の要援護者への支援

について協力依頼する。【福祉健康部】 

○高齢者や障害者等の生活を支える介護支援事業者，障害福祉サービス事業者等

＜都内感染期＞ 
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に対し事業継続を要請する。【福祉健康部】 

 

  ウ ごみ処理 

○公衆衛生上の観点から，ごみ収集業務を継続するとともに，ふじみ衛生組合に

ごみ処理業務の継続を要請する。【環境部】 

○ごみ収集または処理能力が低下し，平常時と同様の処理が困難となる場合，ご

みの収集回数等について見直しを行い，市民及び事業者へごみの排出抑制につ

いて協力依頼する。【環境部】 

 

 エ 下水道業務 

○都と連携し下水道事業が停止することのないよう業務の継続を図る。【環境部】 

 

オ 遺体に対する対応 

○都の火葬体制を踏まえ，近隣市，事業者等と連携し域内における火葬が適切に

実施できるよう調整を行う。【福祉健康部】 

    ○死亡者が増加し，火葬場の能力の限界を超えることが明らかになった場合は，

遺体を一時的に安置するため，臨時遺体安置所を直ちに確保する。【福祉健康

部】 

    ○臨時遺体安置所において収容能力を超える事態となった場合には，臨時遺体安

置所の拡充について早急に措置を講ずる。【福祉健康部】 

    ○公衆衛生上の危害を防止するため，特措法に基づき，埋火葬の許可の手続きに

関する特例措置が講じられた場合は，当該特例に基づいた対応を行う。【市民

部】 

 

  カ 行政手続き，市役所機能の維持 

○各種申請・更新等の手続きについて申請期限等の延長について検討し，可能な

限り市民が外出しなくてもすむような措置を講じる。【関係各部】 

○市民の生命及び健康を守り，市民生活を維持するために不可欠な市役所業務を

維持継続できるよう，職員の出勤率に注意を払いながら，必要に応じ事業継続

計画を実施する。【関係各部】 

 

  キ 地域医療 

    ○新型インフルエンザ等の患者の増加に対応するため，調布市医師会と連携し，

休日診療及び休日夜間急患診療等の維持に努める。【福祉健康部】 

    ○地域における診療体制を，調布市医師会及び都と連携しながら調整を図る。【福

祉健康部】 

＜都内感染期＞ 
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６ 小康期 

＜状態＞ 

○新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し，低い水準でとどまっている状態 

○大流行は一旦終息している状況 

 

＜目的＞ 

○市民生活及び市民経済の回復を図り，次の流行に備える。 

 

＜対策の考え方＞ 

○次の流行に備えるため，これまでの対策の評価を行うとともに，社会・経済活動の回

復を図る。 

○次の流行の可能性や備えの必要性について市民に情報提供する。 

○情報収集の継続により，次の流行の早期探知に努める。 

○未接種者に対する住民接種を進める。 

○次の流行に備えるため，対策に必要となる物資等を補充するなど体制を整え直す。 

 

 

（１）情報提供・共有 

 

○相談窓口の縮小 

国からの要請に基づいて，状況を見ながら相談窓口の体制を縮小する。【福祉健康

部】 

○引き続き，国及び都が発信する情報を入手し，第一波の状況と第二波以降の流行

の可能性や備えについて情報提供を行う。【総務部，福祉健康部，行政経営部，

関係各部】 

 

（２）感染拡大防止 

市内及び近隣地域の流行状況を見ながら，一旦，感染拡大防止策を緩和するものの，

第一波の教訓を踏まえ，第二波以降の流行に備える。 

 

○次の流行に備え，引き続き，基本的な感染予防策の継続について呼びかけを行う。

【福祉健康部】 

 

（３）予防接種 

 

○次の流行に備え，住民接種の未接種者に対し接種を勧奨する。【福祉健康部】 

＜小康期＞ 
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（４）市民生活及び経済活動の安定の確保 

 

○市民に平常時の生活への回復を呼びかける。【総務部】 

     ○次の流行に備え，市民に食料品等の備蓄を呼びかける。【総務部】 

○次の流行に備え，対策に必要となる物資等を補充するなど体制を整え直す。【関

係各部】 

 

＜小康期＞ 



発生段階別の主な対策
未発生期 海外発生期 国内発生早期（都内未発生期） 都内発生早期 都内感染期 小康期

実
施
体
制

●対策本部設置
（政府の緊急事態宣言前でも状況によって設置する）
※政府の緊急事態宣言後は必須 ●事業継続計画の実施

　　廃止

●国，都などの情報入手
●庁内，関係機関との情報共有

●国，都などの情報入手，情報提供

●実施予定の対策について周知

●発生後の相談窓口について検討 相談窓口の設置
●発生状況，医療機関受診方法等の情報提供

●症状がある場合の医療機関の受診方法の周知（新型
インフルエンザ相談センターについて等）

　　　相談窓口等による相談
発生状況，病原性，症例等の情報提供

受診方法変更の周知

相談窓口の縮小

●集会，催物等の中止や延期の検討を呼びかける 　　　　　　　　中止・延期の呼びかけ

●不要不急の外出自粛を呼びかける

　　　　　　　　　　　　　呼びかけ強化

　　　　　　　　　　　　　呼びかけ強化

●緊急事態宣言下で，特措法に基づき都が外出自粛要請，施設の
使用制限の要請等の措置を講じた場合は，都に協力

●入所，通所施設の感染予防策の準備

●臨時休業等の対応（検討）

児童等をはじめ施設利用者の手洗い，うがい等の徹底及
び健康管理の強化

　　　　　　　　　　　　　　　強化徹底

患者が発生した場合は早期に臨時休業等を実施

●基礎知識，感染防止策について普及啓発 　　　　　普及啓発と実践の呼びかけ

●発生地域へ旅行自粛の呼びかけ

●発生地域からの帰京者等へ注意の呼びかけ

　　　　　　　　　　　　　徹底の呼びかけ

　

　　　　　　　　　徹底の呼びかけ強化

●徒歩，自転車による移動の推奨

●事業者へ発熱のある者は出勤させない等の措置をとり施設内感
染予防策を強化徹底するよう呼びかける

　　　　　　　　　　　呼びかけ強化

第二波に備え継続した呼
びかけ

●新型インフルエンザ等対策に従事する市職員に対す
る特定接種の実施体制を構築

　　　　　　　　　　　　特定接種の実施 　　　　　　接種が完了するまで継続

●住民接種の接種体制（医療従事者，接種場所，接種
に要する器具，市民への周知等）について調布市医師
会をはじめ関係機関と協議を行い，円滑な接種体制を
構築

●特定接種について，国が実施する登録事業者の登
録業務について必要に応じ協力
登録事業者又は登録事業者が属する事業者団体が集
団的接種体制の構築が困難な場合は，必要に応じ協
力

　 　　　　　　　　　　　具体的準備 ワクチン供給が始まり次第，住民接種実施
＜緊急事態宣言下でない場合＞
新臨時接種
＜緊急事態宣言下＞
特措法第４６条で規定する予防接種法第６条第１項に
基づく臨時の予防接種

流行の第二波に備え未接
種者への接種を勧奨

●指定公共機関，指定地方公共機関が作成する業務
計画の把握（特措法第9条）
●生産，物流等の停滞により，市民生活に支障が生じ
た際の食料品等の確保，配布等の方法について検討
●食料品・生活必需品の備蓄について市民に呼びかけ
る

　　　　　　　　　　　　　　　　準備

　

　
　
　

ライフライン，公共交通機関等に対し事業継続を要請

　　　　　　　　　　　配布等の実施

●食料品・生活必需品の価格高騰や買占め及び売惜し
みが生じないよう，消費者や事業者の動向を把握し，必
要に応じて適切な行動を呼びかける

●事業活動に支障が生じた中小企業に対する資金計
画や経営の相談体制を確保

　　　　　　　　　　　　相談対応

●墓地，埋葬等に関する法律の手続の特例への対応

●独居高齢者，障害者等の要援護者への生活支援
（見回り，介護，食事の提供等），搬送，死亡時の対応
等について検討

●一時的に遺体を安置できる施設等について検討し，
火葬又は埋葬を円滑に行うための体制を整備する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　準備

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　準備

　　　最終点検と必要に応じた支援 　　関係団体の協力を得ながら支援

●介護支援事業者，障害福祉サービス事業者等に対し事業継続を
要請
　　　　　　臨時遺体安置所の設置
●近隣市，事業者等と連携し域内における火葬が適切に実施でき
るよう調整
●休日診療及び休日夜間急患診療の維持に努める
●診療体制について調布市医師会及び都と連携し調整を図る

●ごみ処理等について都内感染期に備えた準備 ごみ収集業務の継続，ふじみ衛生組合にごみ処理業務の継続要
請
●ごみの排出抑制について協力依頼

情
報
提
供

感
染
拡
大
防
止

予
防
接
種

市
民
生
活
及
び
経
済
活
動
の
安
定
の
確
保

●平常時の生活へ回復を
呼びかける
●第二波に備え，食料品・
生活必需品の備蓄につい
て市民に呼びかける
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